
 平成 2９年度決算 大空町財務書類に係る注記事項  

   

 

1  重要な会計方針  

 

⑴  有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法  

①有形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

        取得原価が判明しているもの････････････････取得原価                

     取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価  

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。  

 ②無形固定資産･･････････････････････････････取得原価  

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。  

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価  

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価  

 

⑵  有価証券及び出資(出捐)金の評価基準及び評価方法  

①有価証券  

ア  市場価格のあるもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））  

イ  市場価格のないもの･･････････････････････取得原価（又は償却原価法（定額法））  

②出資(出捐)金 

ア  市場価格のあるもの･･････････････････････保有していません 

イ  市場価格のないもの･･････････････････････出資(出捐)金額  

  

⑶  棚卸資産の評価基準及び評価方法  

取得原価もしくは正味実現可能価額のいずれか低い額（低価法）  

  

⑷  有形固定資産等の減価償却の方法  

①有形・無形固定資産（リース資産を除きます）･････････定額法  

（ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています）  

②リース資産  

ア  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

            ･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法  

    イ  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

           ･･････････保有していません  

  

⑸  引当金の計上基準及び算定方法  

  ①投資損失引当金 ･･････････引当金を計上すべき投資はありません 
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  ②徴収不能引当金  

    長期延滞債権（大空町一般会計においては町税のみ）の過去５年間の平均不納欠損率により、

徴収不能見込額を計上しています。  

  ③退職手当引当金  

     「地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則」第 11 条に規定する退職手当支給予

定額に係る一般会計等負担見込額を基に計上しています。  

  ④損失補償等引当金･･････････引当金を計上すべき損失補償等はありません  

  ⑤賞与等引当金  

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当の見込額について、それぞれ本会計年度の期間

に対応する部分を計上しています。  

  

⑹  リース取引の処理方法  

  ①ファイナンス・リース取引･･･通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。  

  ②①以外のリース取引･････････該当するリース取引はありません 

 

⑺  資金収支計算書における資金の範囲  

    現金及び現金同等物（歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）。 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを

含んでいます。  

  

⑻  その他財務書類作成のための基本となる重要な事項  

①物品及びソフトウェアの計上基準  

物品については、取得価額又は見積価格が一件あたり 50 万円（美術品は 300 万円）以上

の場合に資産として計上しています。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じていま

す。  

②資本的支出と修繕費の区分基準  

資本的支出と修繕費の区分基準については、法人税法基本通達の取り扱いに準じ、原則とし

て金額が 60 万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のおおむね 10％未満相当額

以下であるときに修繕費として処理しています。  

 

2  重要な会計方針の変更等  

⑴  会計方針の変更･････････変更はありません  

 

⑵  表示方法の変更･････････変更はありません 

  

⑶  資金収支計算書における資金の範囲の変更･････････変更はありません 

 

3  重要な後発事象  

 ⑴  主要な業務の改廃･････････改廃はありません 
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⑵  組織・機構の大幅な変更･････････大幅な変更はありません 

  

⑶  地方財政制度の大幅な改正･･･････大幅な改正はありません  

 

⑷  重大な災害等の発生  

      （過年度発生災害の復旧に要する費用）平成 28 年 8 月に発生した台風により、町道等に

おいて多大な被害を受け、原状回復など災害復旧に係る費用が 2,803 万円程度発生して

います。  

  

4  偶発債務  

 ⑴  保証債務及び損失補償債務負担の状況 ･････････該当する債務はありません 

 

⑵  係争中の訴訟等･････････該当する訴訟等はありません  

 

5  追加情報  

⑴  財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項  

①財務書類の対象範囲は次のとおりです。  

 

      ・大空町一般会計  

      ・ 〃 国民健康保険事業特別会計  

      ・ 〃 後期高齢者医療特別会計 

   ・ 〃 介護保険事業勘定特別会計 

   ・ 〃 介護サービス事業勘定特別会計 

   ・ 〃 簡易水道事業特別会計 

   ・ 〃 下水道事業特別会計 

   ・ 〃 個別排水処理事業特別会計 

   ・一般財団法人めまんべつ産業開発公社 実施事業等会計 

・         〃        特別会計Ⅰ 

   ・         〃        特別会計Ⅱ 

   ・         〃        指定管理会計Ⅰ 

   ・         〃        指定管理会計Ⅱ 

   ・         〃        法人会計 

  ・株式会社東藻琴芝桜公園管理公社   一般会計 

 

②地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納

整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としていま

す。  

③地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりで

-3-



す。  

      実質赤字比率        - ％  

      連結実質赤字比率    - ％  

      実質公債費比率   10.3 ％  

      将来負担比率        -  ％  

④繰越事業に係る将来の支出予定額    3 億 9,766 万円  

  ⑤借入済の地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政

需要額に算入されることが見込まれる金額 

一般会計等財務書類     103 億 3,500 万円 

全体会計、連結財務書類 116 億 3,540 万円 

⑥地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおり

です。  

        標準財政規模                                    50 億 814 万円 

    一般会計等地方債現在高                      154 億 1,910 万円 

        債務負担行為に基づく支出予定額                          7,163 万円 

    一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還に充てるため、一般会計等からの繰出し

見込額                               10 億 4,911 万円 

    組合等が起こした地方債の償還に係る負担見込額    3 億 4,425 万円 

    退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額    11 億 4,620 万円 

        地方債の償還等に充当可能な基金額                 43 億 9,113 万円 

        地方債の償還等に充当可能な特定財源見込額           25 億 3,599 万円 

        基準財政需要額算入見込額（未借入の地方債を除く） 116 億 3,540 万円  
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科　　目 金　　額 科　　目 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
1 固定資産 40,947,262,920 1 固定負債 15,477,245,009
 (1)有形固定資産 36,267,925,576  (1)地方債等 ※ 14,227,930,609
    ①事業用資産 25,207,509,263  (2)長期未払金 9,720,000
       ・土地 3,523,474,221  (3)退職手当引当金 1,146,196,000
       ・立木竹 1,725,922,419  (4)損失補償等引当金 0
       ・建物 35,565,283,700  (5)その他 93,398,400
       ・建物減価償却累計額 ▲ 15,949,713,287 2 流動負債 1,308,149,207
       ・工作物 430,672,581  (1)１年内償還予定地方債等 ※ 1,191,171,524
       ・工作物減価償却累計額 ▲ 114,298,771  (2)未払金 3,240,000
       ・船舶 0  (3)未払費用 0
       ・船舶減価償却累計額 0  (4)前受金 0
       ・浮標等 0  (5)前受収益 0
       ・浮標等減価償却累計額 0  (6)賞与等引当金 70,787,000
       ・航空機 0  (7)預り金 31,027,483
       ・航空機減価償却累計額 0  (8)その他 11,923,200
       ・その他 0 負債合計 16,785,394,216
       ・その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
       ・建設仮勘定 26,168,400 1 固定資産等形成分 42,630,027,140
   ②インフラ資産 10,502,643,734 2 余剰分（不足分） ▲ 16,894,279,591
       ・土地 213,516,164 3 他団体出資等分 0
       ・建物 0 純資産合計 25,735,747,549
       ・建物減価償却累計額 0
       ・工作物 18,815,298,662 ※地方債残高に関する注記
       ・工作物減価償却累計額 ▲ 8,544,747,092
       ・その他 0
       ・その他減価償却累計額 0
       ・建設仮勘定 18,576,000
   ③物品 2,513,354,423
      物品減価償却累計額 ▲ 1,955,581,844
 (2)無形固定資産 99,410,480
   ①ソフトウェア 99,410,480
   ②その他 0
 (3)投資その他の資産 4,579,926,864
   ①投資及び出資金 417,835,987
       ・有価証券 367,487,387
       ・出資金 50,348,600
       ・その他 0
   ②投資損失引当金 0
   ③長期延滞債権 78,319,314
   ④長期貸付金 357,643
   ⑤基金 4,088,023,643
       ・減債基金 84,419,229
       ・その他 4,003,604,414
   ⑥その他 0
   ⑦徴収不能引当金 ▲ 4,609,723
2 流動資産 1,573,878,845
 (1)現金預金 135,500,332
   ①資金 104,472,849
   ②歳計外現金 31,027,483
 (2)未収金 4,278,587
 (3)短期貸付金 0
 (4)基金 1,417,570,994
   ①財政調整基金 1,417,570,994
   ②減債基金 0
 (5)棚卸資産 16,528,932
 (6)その他 0
 (7)徴収不能引当金 0
3 繰延資産 0

資産合計 42,521,141,765 負債及び純資産合計 42,521,141,765

一 般 会 計   貸 借 対 照 表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （平成３０年３月３１日現在）　　　 　　 　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

　1固定負債(1)地方債等 と 2流動負債(1)１年内償還予定
地方債等の合計額15,419,102千円のうち、10,334,995千円
は後年度の普通交付税で措置されます。
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固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 22,225,481,664 34,978,662,681 ▲ 12,753,181,017

  純行政コスト（▲） ▲ 6,526,141,912 ▲ 6,526,141,912
1 財源 10,034,857,001 10,034,857,001
 (1)税収等 5,450,162,122 5,450,162,122
 (2)国県等補助金 4,584,694,879 4,584,694,879
  本年度差額 3,508,715,089 3,508,715,089
2 固定資産等の変動（内部変動） 7,649,813,663 ▲ 7,649,813,663
 (1)有形固定資産等の増加 8,717,601,275 ▲ 8,717,601,275
 (2)有形固定資産等の減少 ▲ 1,136,066,642 1,136,066,642
 (3)貸付金・基金等の増加 159,663,209 ▲ 159,663,209
 (4)貸付金・基金等の減少 ▲ 91,384,179 91,384,179
3 資産評価差額 0 0
4 無償所管換等 1,550,796 1,550,796
5 その他 0 0 0
  本年度純資産変動額 3,510,265,885 7,651,364,459 ▲ 4,141,098,574
本年度末純資産残高 25,735,747,549 42,630,027,140 ▲ 16,894,279,591

自　平成２９年４月　１日
至　平成３０年３月３１日

　一般会計 　　　      　      行政コスト計算書　              　　　（単位：円）

科　　目 金　　額
1 経常費用 6,933,395,859
 (1)業務費用 4,110,230,364
   ①人件費 1,189,128,303
       ・職員給与費 1,009,194,340
       ・賞与等引当金繰入額 70,787,000
       ・退職手当引当金繰入額 ▲ 38,457,833
       ・その他 147,604,796
   ②物件費等 2,809,059,405
       ・物件費 1,562,182,780
       ・維持補修費 114,424,049
       ・減価償却費 1,128,258,546
       ・その他 4,194,030
   ③その他の業務費用 112,042,656
       ・支払利息 102,729,617
       ・徴収不能引当金繰入額 1,150,895
       ・その他 8,162,144
 (2)移転費用 2,823,165,495
   ①補助金等 2,035,078,110
   ②社会保障給付 336,488,072
   ③他会計への繰出金 449,666,070
   ④その他 1,933,243
2 経常収益 432,304,621
 (1)使用料及び手数料 187,323,484
 (2)その他 244,981,137
純経常行政コスト 6,501,091,238
3 臨時損失 28,997,327
 (1)災害復旧事業費 28,030,320
 (2)資産除売却損 967,007
 (3)投資損失引当金繰入額 0
 (4)損失補償等引当金繰入額 0

科　　目 　　合　　計

 (5)その他 0
4 臨時利益 3,946,653
 (1)資産売却益 3,946,653
 (2)その他 0
純行政コスト 6,526,141,912

　一般会計　　   　  　　    純資産変動計算書　　     　   　  　（単位：円）
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科　　目 金　　額
【業務活動収支】
1 業務支出 5,771,657,251
 (1)業務費用支出 2,948,491,756
     ・人件費支出 1,156,799,136
     ・物件費等支出 1,680,800,859
     ・支払利息支出 102,729,617
     ・その他の支出 8,162,144
 (2)移転費用支出 2,823,165,495
     ・補助金等支出 2,035,078,110
     ・社会保障給付支出 336,488,072
     ・他会計への繰出支出 449,666,070
     ・その他の支出 1,933,243
2 業務収入 6,532,743,360
 (1)税収等収入 5,449,939,328
 (2)国県等補助金収入 637,481,879
 (3)使用料及び手数料収入 189,678,897
 (4)その他の収入 255,643,256
3 臨時支出 28,030,320
 (1)災害復旧事業費支出 28,030,320
 (2)その他の支出 0
4 臨時収入 0
業務活動収支 733,055,789
【投資活動収支】
1 投資活動支出 8,877,264,484
 (1)公共施設等整備費支出 8,717,601,275
 (2)基金積立金支出 159,663,209
 (3)投資及び出資金支出 0
 (4)貸付金支出 0
 (5)その他の支出 0
2 投資活動収入 4,049,384,921
 (1)国県等補助金収入 3,947,213,000
 (2)基金取崩収入 91,356,029
 (3)貸付金元金回収収入 28,150
 (4)資産売却収入 10,787,742
 (5)その他の収入 0
投資活動収支 ▲ 4,827,879,563
【財務活動収支】
1 財務活動支出 1,175,078,644
 (1)地方債等償還支出 1,175,078,644
 (2)その他の支出 0
2 財務活動収入 5,243,611,000
 (1)地方債等発行収入 5,243,611,000
 (2)その他の収入 0
財務活動収支 4,068,532,356
本年度資金収支額 ▲ 26,291,418
前年度末資金残高 130,764,267
比例連結割合変更に伴う差額 0
本年度末資金残高 104,472,849

前年度末歳計外現金残高 32,870,703
本年度歳計外現金増減額 ▲ 1,843,220
本年度末歳計外現金残高 31,027,483
本年度末現金預金残高 135,500,332

自　平成２９年４月　１日
至　平成３０年３月３１日

　一般会計         　     資金収支計算書　  　   　　　　　（単位：円）
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科　　目 金　　額 科　　目 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
1 固定資産 49,735,623,440 1 固定負債 18,415,604,064
 (1)有形固定資産 44,848,087,383  (1)地方債等 ※ 17,114,967,664
    ①事業用資産 25,221,192,705  (2)長期未払金 9,720,000
       ・土地 3,523,548,756  (3)退職手当引当金 1,197,518,000
       ・立木竹 1,725,922,419  (4)損失補償等引当金 0
       ・建物 35,568,363,258  (5)その他 93,398,400
       ・建物減価償却累計額 ▲ 15,950,612,681 2 流動負債 1,643,489,884
       ・工作物 464,694,270  (1)１年内償還予定地方債等 ※ 1,474,397,620
       ・工作物減価償却累計額 ▲ 136,891,717  (2)未払金 24,833,535
       ・船舶 0  (3)未払費用 270,695
       ・船舶減価償却累計額 0  (4)前受金 10,676,891
       ・浮標等 0  (5)前受収益 0
       ・浮標等減価償却累計額 0  (6)賞与等引当金 73,892,000
       ・航空機 0  (7)預り金 31,628,933
       ・航空機減価償却累計額 0  (8)その他 27,790,210
       ・その他 0 負債合計 20,059,093,948
       ・その他減価償却累計額 0 【純資産の部】
       ・建設仮勘定 26,168,400 1 固定資産等形成分 51,404,563,050
   ②インフラ資産 19,065,247,125 2 余剰分（不足分） ▲ 19,943,325,265
       ・土地 216,431,604 3 他団体出資等分 0
       ・建物 1,498,315,509 純資産合計 31,461,237,785
       ・建物減価償却累計額 ▲ 716,663,198
       ・工作物 31,538,990,729 ※連結対象となる会計は次のとおりです
       ・工作物減価償却累計額 ▲ 13,490,403,519 ・大空町一般会計
       ・その他 0 ・　 〃   国民健康保険事業特別会計
       ・その他減価償却累計額 0 ・　 〃   後期高齢者医療特別会計
       ・建設仮勘定 18,576,000 ・　 〃   介護保険事業勘定特別会計
   ③物品 2,571,589,014 ・　 〃   介護サービス事業勘定特別会計
      物品減価償却累計額 ▲ 2,009,941,461 ・　 〃   簡易水道事業特別会計
 (2)無形固定資産 131,638,464 ・　 〃   下水道事業特別会計
   ①ソフトウェア 131,638,464 ・　 〃   個別排水処理事業特別会計
   ②その他 0 ・一般財団法人めまんべつ産業開発公社実施事業等会計
 (3)投資その他の資産 4,755,897,593 ・　　　　　　　　 　 　 〃　　   　　　　　　　　　特別会計Ⅰ
   ①投資及び出資金 379,935,987 ・　　　　　　　　 　 　 〃　　   　　　　　　　　　特別会計Ⅱ
       ・有価証券 347,487,387 ・　　　　　　　　 　 　 〃　　   　　　　　　　　　指定管理会計Ⅰ
       ・出資金 32,448,600 ・　　　　　　　　 　  　〃　　   　　　　　　　　　指定管理会計Ⅱ
       ・その他 0 ・　　　　　　　　 　 　 〃　　   　　　　　　　　　法人会計
   ②投資損失引当金 0 ・株式会社東藻琴芝桜公園管理公社一般会計
   ③長期延滞債権 99,070,496
   ④長期貸付金 357,643
   ⑤基金 4,281,127,026 ※地方債残高に関する注記
       ・減債基金 84,419,229
       ・その他 4,196,707,797
   ⑥その他 1,892,950
   ⑦徴収不能引当金 ▲ 6,486,509
2 流動資産 1,784,708,293
 (1)現金預金 292,405,387
   ①資金 261,377,904
   ②歳計外現金 31,027,483
 (2)未収金 24,073,270
 (3)短期貸付金 0
 (4)基金 1,417,570,994
   ①財政調整基金 1,417,570,994
   ②減債基金 0
 (5)棚卸資産 41,453,950
 (6)その他 9,204,692
 (7)徴収不能引当金 0
3 繰延資産 0

資産合計 51,520,331,733 負債及び純資産合計 51,520,331,733

連 結 貸 借 対 照 表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （平成３０年３月３１日現在）　　　 　　 　　　　　　　　　　　　  （単位：円）

　1固定負債(1)地方債等 と 2流動負債(1)１年内償還予定
地方債等の合計額18,589,365千円のうち、11,635,395千円
は後年度の普通交付税で措置されます。
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固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 27,884,683,444 43,821,227,554 ▲ 15,936,544,110

  純行政コスト（▲） ▲ 8,430,318,323 ▲ 8,430,318,323
1 財源 12,005,321,868 12,005,321,868
 (1)税収等 6,779,651,849 6,779,651,849
 (2)国県等補助金 5,225,670,019 5,225,670,019
  本年度差額 3,575,003,545 3,575,003,545
2 固定資産等の変動（内部変動） 7,581,784,700 ▲ 7,581,784,700
 (1)有形固定資産等の増加 8,939,423,555 ▲ 8,939,423,555
 (2)有形固定資産等の減少 ▲ 1,446,410,378 1,446,410,378
 (3)貸付金・基金等の増加 199,813,702 ▲ 199,813,702
 (4)貸付金・基金等の減少 ▲ 111,042,179 111,042,179
3 資産評価差額 0 0
4 無償所管換等 1,550,796 1,550,796
5 その他 0 0 0
  本年度純資産変動額 3,576,554,341 7,583,335,496 ▲ 4,006,781,155
本年度末純資産残高 31,461,237,785 51,404,563,050 ▲ 19,943,325,265

科　　目 　　合　　計

 (5)その他 19,979
4 臨時利益 3,946,653
 (1)資産売却益 3,946,653
 (2)その他 0
純行政コスト 8,430,318,323

　　　   　  　　    　 連結純資産変動計算書　　     　   　  　（単位：円）

 (2)資産除売却損 967,007
 (3)投資損失引当金繰入額 0
 (4)損失補償等引当金繰入額 0

純経常行政コスト 8,405,247,670
3 臨時損失 29,017,306
 (1)災害復旧事業費 28,030,320

2 経常収益 1,276,637,549
 (1)使用料及び手数料 447,854,886
 (2)その他 828,782,663

   ②社会保障給付 336,488,072
   ③他会計への繰出金 0
   ④その他 37,805,467

       ・その他 62,632,886
 (2)移転費用 4,524,920,741
   ①補助金等 4,150,627,202

   ③その他の業務費用 235,453,507
       ・支払利息 170,952,301
       ・徴収不能引当金繰入額 1,868,320

       ・維持補修費 138,575,679
       ・減価償却費 1,427,855,626
       ・その他 12,581,274

       ・その他 366,145,869
   ②物件費等 3,391,329,467
       ・物件費 1,812,316,888

       ・職員給与費 1,134,864,104
       ・賞与等引当金繰入額 73,892,000
       ・退職手当引当金繰入額 ▲ 44,720,469

1 経常費用 9,681,885,219
 (1)業務費用 5,156,964,478
   ①人件費 1,530,181,504

自　平成２９年４月　１日
至　平成３０年３月３１日

　 　　　      　     　　連結行政コスト計算書　              　　　（単位：円）

科　　目 金　　額
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科　　目 金　　額
【業務活動収支】
1 業務支出 8,226,036,100
 (1)業務費用支出 3,698,068,382
     ・人件費支出 1,501,009,973
     ・物件費等支出 1,963,473,222
     ・支払利息支出 170,952,301
     ・その他の支出 62,632,886
 (2)移転費用支出 4,527,967,718
     ・補助金等支出 4,150,627,202
     ・社会保障給付支出 336,488,072
     ・他会計への繰出支出 0
     ・その他の支出 40,852,444
2 業務収入 9,348,271,767
 (1)税収等収入 6,780,830,317
 (2)国県等補助金収入 1,278,457,019
 (3)使用料及び手数料収入 449,967,849
 (4)その他の収入 839,016,582
3 臨時支出 34,493,665
 (1)災害復旧事業費支出 28,030,320
 (2)その他の支出 6,463,345
4 臨時収入 0
業務活動収支 1,087,742,002
【投資活動収支】
1 投資活動支出 9,139,237,257
 (1)公共施設等整備費支出 8,939,423,555
 (2)基金積立金支出 199,813,702
 (3)投資及び出資金支出 0
 (4)貸付金支出 0
 (5)その他の支出 0
2 投資活動収入 4,069,042,921
 (1)国県等補助金収入 3,947,213,000
 (2)基金取崩収入 111,014,029
 (3)貸付金元金回収収入 28,150
 (4)資産売却収入 10,787,742
 (5)その他の収入 0
投資活動収支 ▲ 5,070,194,336
【財務活動収支】
1 財務活動支出 1,461,127,870
 (1)地方債等償還支出 1,461,107,891
 (2)その他の支出 19,979
2 財務活動収入 5,418,411,000
 (1)地方債等発行収入 5,418,411,000
 (2)その他の収入 0
財務活動収支 3,957,283,130
本年度資金収支額 ▲ 25,169,204
前年度末資金残高 286,547,108
比例連結割合変更に伴う差額 0
本年度末資金残高 261,377,904

前年度末歳計外現金残高 32,870,703
本年度歳計外現金増減額 ▲ 1,843,220
本年度末歳計外現金残高 31,027,483
本年度末現金預金残高 292,405,387

自　平成２９年４月　１日
至　平成３０年３月３１日

　         　     　　連結資金収支計算書　 　   　　　　　（単位：円）
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